
 

 

紛争解決 規程 

 

第１節 総則 

第１条〔趣旨〕 

 本規程は、本法人が行う紛争解決及び懲罰に関する手続及び運用について定める。 

 

第２条〔決定権限〕 

１．紛争解決及び懲罰内容の最終的な決定権限は、代表理事に帰属する。 

 ２．代表理事は、本規程に従い、本法人全体の利益を考慮した上、独自の権限に基づき紛争解決及び

懲罰内容を、理事会の承認を得て決定する。 

 

第３条〔裁定委員会等への諮問前置〕 

  理事会は、紛争解決及び懲罰内容を承認する前提として、事前に裁定委員会または規律委員会へ諮

問しなければならない。 

 

第４条〔裁定委員会等の答申の尊重〕 

  理事会は、紛争解決及び懲罰内容の承認に際しては、裁定委員会または規律委員会の答申を十分に

尊重しなければならない。 

 

第２節 裁定委員会 

第５条〔裁定委員会の設置〕 

本法人は、① 定款、Ｗリーグ規約及びこれに付随する諸規程（以下、併せて「本規程等」という）

に対する違反行為（競技および競技会に関するものを除く）について、調査、審議および懲罰案の

理事会への答申、及び②本規程等に関連する紛争の解決を所管事項とする理事会の諮問機関として、

裁定委員会を設置する。 

 

第６条〔裁定委員会の権限〕 

１．裁定委員会は、紛争解決及び懲罰案を作成し、理事会へ答申する。 

 ２．裁定委員会は、紛争解決及び懲罰案の作成に必要な調査を行う。 

 

第７条〔構成〕 

 １．裁定委員会は、本法人の監事１名を含む、４名以上６名以内の委員によって構成する。 

 ２・委員は、バスケットボールに関する経験と知識を有する者または学識経験を有する者であって、

かつ、公正な判断をすることができる者のうちから、理事会の同意を得て代表理事が任命する。 

 ３．委員は、本法人の理事もしくは本法人の職員を兼ねることができない。 
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第８条〔委員長・招集・議長・議決〕 

 １．裁定委員会に委員長を置く。委員長は、委員が互選する。 

 ２．裁定委員会は、理事会の諮問の都度委員長が招集する。 

 ３．裁定委員会の議長は、委員長がこれにあたる。 

 ４．裁定委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、また議決することができない。 

 ５．裁定委員会の議決は、出席した委員の過半数をもって決する。可否同数の場合は委員長の決する

ところによる。 

 

第９条〔審理の非公開〕 

 裁定委員会における審理および記録は非公開とする。ただし、審理の公正が害されるおそれがなく、

かつ、相当の理由があると認められる場合は、関係者の傍聴を許すことができる。 

 

第１０条〔議事録〕 

 裁定委員会の議事については、議事録を作成し、出席した委員長が署名・捺印の上これを保存する。

ただし、音源ファイルとして保存している場合にはこの限りではない。 

 

第３節 規律委員会 

第１１条〔規律委員会の設置〕 

本法人は、本規程等に対する違反行為のうち競技および競技会に関するものについて調査、審議お

よび懲罰案の理事会への答申を所管事項とする理事会の諮問機関として、規律委員会を設置する。 

 

第１２条〔規律委員会の権限〕 

１．規律委員会は、懲罰案を作成し、理事会へ答申する。 

 ２．規律委員会は、懲罰案の作成に必要な調査を行う。 

 

第１３条〔構成〕 

 １．規律委員会は、本法人の専務理事１名を含む、４名以上６名以内の委員によって構成する。 

 ２・委員は、バスケットボールに関する経験と知識を有する者または学識経験を有する者であって、

かつ、公正な判断をすることができる者のうちから、理事会の同意を得て代表理事が任命する。 

 

第１４条〔委員長・招集・議長・議決〕 

 １．規律委員会に委員長を置く。委員長は、委員が互選する。 

 ２．規律委員会は、理事会の諮問の都度委員長が招集する。 

 ３．規律委員会の議長は、委員長がこれにあたる。 

 ４．規律委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、また議決することができない。 

 ５．規律委員会の議決は、出席した委員の過半数をもって決する。可否同数の場合は委員長の決する
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ところによる。 

 

第１５条〔審理の非公開〕 

 規律委員会における審理および記録は非公開とする。ただし、審理の公正が害されるおそれがなく、

かつ、相当の理由があると認められる場合は、関係者の傍聴を許すことができる。 

 

第１６条〔議事録〕 

 規律委員会の議事については、議事録を作成し、出席した委員長が署名・捺印の上これを保存する。

ただし、音源ファイルとして保存している場合にはこの限りではない。 

 

第４節 紛争解決手続 

第１７条〔趣旨〕 

本節は、Ｗリーグ会員及び選手等（選手の他、コーチ・トレーナー・マネージャーを含む。以下、

同様）に関連する次の各号の紛争についての解決手続を定める。 

(1) 契約、所属及び移籍に関する紛争 

(2) 本規程等に関連する紛争 

 

第１８条〔申立て〕 

 １．紛争の解決を希望する者（以下、「申立人」という）は、代表理事に対し、次の書類を提出しなけ

ればならない。 

  (1) 裁定申立書 

  (2) 申立人の主張を裏付ける書証がある場合には、その原本または写し 

  (3) 代理人を選任する場合には、その委任状 

 ２．前項第１号の裁定申立書には、次の事項を記載しなければならない。 

  (1) 当事者の氏名及び住所（代理人の場合は、代理人の氏名及び住所） 

  (2) 代理人に代理させる場合には、代理人の氏名及び住所 

  (3) 裁定申立の趣旨 

  (4) 裁定申立の理由及び立証方法 

 

第１９条〔申立ての受理〕 

１．代表理事は、前条第１項の書類の内容を踏まえ、申立てを受理するか否かを決定する。 

２．申立てを受理する場合には、代表理事は、申立ての相手方に対し、その旨を通知する。通知に際

しては、相手方に対し、弁明の機会を付与する旨を伝えなければならない。 

３．申立てを受理した後、代表理事は、速やかに、理事会にその旨を報告し、理事会は紛争解決につ

き裁定委員会へ諮問し、前条第１項の書類を裁定委員会へと送致しなければならない。 
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第２０条〔相手方の弁明〕 

 １．相手方は、申立て受理の通知を受けた日から３０日以内に、裁定委員会に対し、次の書類を提出

して弁明することができる。ただし、裁定委員会が口頭ですることを認めたときはこの限りでは

ない。 

  (1) 弁明書 

  (2) 弁明を裏付ける書証がある場合は、その書証の原本または写し 

  (3) 代理人により弁明を行う場合は、委任状 

 ２．前項第１号の弁明書には、次の事項を記載しなければならない。 

  (1) 当事者の氏名及び住所（代理人の場合は、代理人の氏名及び住所） 

  (2) 代理人に代理させる場合には、代理人の氏名及び住所 

  (3) 弁明の趣旨 

  (4) 弁明の理由及び立証方法 

３．裁定委員会は、口頭で弁明がなされた場合を除き、速やかに申立人に対し、相手方の弁明書を送

付しなければならない。 

 

第２１条〔代理人〕 

 弁護士を除き、裁定委員会が承認した者以外の者は、申立人または相手方の代理人となることがで

きない。 

 

第２２条〔答申書〕 

裁定委員会は、申立内容につき調査・審理した上、委員会の決議を経て、次の事項を記載し、委員

長が署名・押印した答申書を作成し、理事会に提出しなければならない。 

(1) 当事者の氏名及び住所 

(2) 裁定委員会の委員名 

(3) 判断の結論及びその理由 

(4) 答申書の作成年月日 

 

第４節 懲罰手続 

第２３条〔調査の開始〕 

１．代表理事は、Ｗリーグ会員または選手等に、第２５条・第２６条に定める懲罰事由に該当する行

為があった可能性を認知した場合、調査を開始する。 

 ２．前条の調査は、裁定委員会または規律委員会に委託することができる。 

 ３．調査の委託を受けた裁定委員会または規律委員会は、遅滞なく調査を開始し、調査結果を報告し

なければならない。 
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第２４条〔裁定委員会等の審議の開始〕 

１．代表理事は、前条の調査結果を踏まえ、審議の必要性があると判断した場合には、理事会にその

旨を報告し、理事会は、裁定委員会または規律委員会に対し、懲罰の有無・内容について、諮問

しなければならない。なお、事案に応じて代表理事は、理事会の決議を経て調査手続と審議手続

を同時に裁定委員会または規律委員会に諮問することができる。 

 ２．諮問を受けた裁定委員会または規律委員会は、懲罰案を作成し、答申書の形で理事会へ提出しな

ければならない。 

   

第２５条〔法人所定の規定違反に対する懲罰〕 

  本法人は、Ｗリーグ会員または選手等が、本規程等に違反した場合は、懲罰を科すことができる。 

 

第２６条〔その他の違反行為に対する懲罰〕 

  前条に定める本規程等の違反行為のほか、Ｗリーグ会員または選手等が次の各号のいずれかに該当

する行為を行った場合には、本規程に定めるところにより懲罰を科すものとする。 

(1) 正当な理由なく本法人の指示命令に従わなかった場合 

(2) 本法人、Ｗリーグ会員または選手等の名誉または信用を毀損する行為を行った場合 

(3) 本法人またはＷリーグ会員の秩序風紀を乱した場合 

(4) 刑罰法規に抵触する行為、その他社会的逸脱行為を行った場合 

(5) Ｗリーグ会員または選手等に対し、その職務に関して不正な利益を供与し、申込み、要求しま

たは約束した場合 

(6) 方法の如何を問わず、試合結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為に関与した場合 

(7) その他、上記に匹敵する不相当な行為を行った場合 

 

第２７条〔懲罰の種類〕 

 １．Ｗリーグ会員に対する懲罰の種類は、次の各号の通りとする。 

(1)  けん責 

  （2） 制裁金 

(3) 勝ち数の減 

(4) 試合の没収 

(5) 下位リーグへの降格 

(6) 昇格の停止 

  (7)  除名 

 ２．選手等に対する懲罰の種類は、次の各号の通りとする。 

(1)  けん責 

(2)  制裁金 

(3)  出場資格停止 
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(4) 公式試合に関わる職務の停止 

(5) 選手資格停止 

(6) 除名 

 ３．上記の懲罰のうち、Ｗリーグ会員の除名については、定款 10条に定める手続を経なければならな

い。 

 

第２８条〔懲罰の決定〕 

前条に基づく懲罰の種類および内容については、代表理事が理事会の承認得て決定する。 

 

第２９条〔規律委員会開催が困難である場合の対応〕 

１．公式試合が連日開催されるなど、次の公式試合が開始される前に前条に従って懲罰を決定するこ

とが困難である場合は、次の公式試合にかかる出場停止処分については、前条の規定にかかわら

ず、規律委員会の審議を経ることなく代表理事が決定することができる。当該試合の出場停止以

外の懲罰については、規律委員会が、その後可及的速やかに決定する。 

２．前項において、代表理事に事故あるときその他前項の決定を行うことが困難な事情がある場合は、

予め規律委員会が定めた順序により、その他の規律委員が懲罰を決定する。 

 

第３０条〔両罰規定〕 

  Ｗリーグ会員に所属する選手等が違反行為を行った場合には、違反行為を行った本人に対して懲罰

を科すほか、本人が帰属するＷリーグ会員に対しても懲罰を科すことができる。ただし、当該Ｗリ

ーグ会員に過失がなかったときは、この限りではない。 

 

第３１条〔酌量減軽〕 

  違反行為が行われた場合においても、その情状において酌量すべき事情があるときは、その懲罰を

軽減することができる。 

 

第３２条〔改 正〕 

本規程の改正は、理事会の承認によりこれを行う。 

 

【 制定 】 平成 27年 4月 1日 

【 改定 】 平成 30年 2月 1日 

【 改定 】 令和 4年 10月 6日 

 

 


